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（３）家畜伝染病の発生の予防及びまん延の防止 

第18条 道は、家畜伝染病の発生の予防及びまん延の防止を図るため、家畜伝染病の検査及び監
視、防疫の体制の整備、技術開発の推進及びその成果の普及その他の必要な措置を講ずるもの
とする。 

 

＜現状＞ 

口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ、アフリカ豚熱等の海外悪性伝染病は、近隣諸国をはじ

めとした世界各地で発生が継続して確認されており、日本国内に不正に持ち込まれた海外旅客

の手荷物中の肉や肉製品等からもアフリカ豚熱など家畜伝染病の病原体が検出される事例が確

認されているほか、平成 30 年（2018 年）９月、国内では 26 年ぶりに岐阜県において確認され

た豚熱についても、海外から病原体が持ち込まれた可能性が高いと指摘されています。新型コ

ロナウイルス感染症に関する入国規制の緩和（令和４年（2022 年）10 月）以降、我が国への入

国者が増加していることから、これらの病原体の国内への侵入について、引き続き予断を許さ

ない状況です。 

また、高病原性鳥インフルエンザは、令和２年（2020 年）から３年（2021 年）にかけて国内

で発生が相次ぎ、さらに、令和３年（2021 年）から４年（2022 年）にかけても、全国的な発生

が確認されるとともに、死亡野鳥における本病ウイルスの確認事例が増加し、特に、道内では、

農場に近い存在であるカラスでの陽性事例が相次ぎ、家きんでも 52 万羽規模の大規模養鶏場

やエミュー飼養農場を含む４事例で発生が確認されたところです。令和４年（2022 年）から５

年（2023 年）にかけては、４年 10 月～11 月に道内で２事例の発生が確認されるとともに、過

去にないペースで全国的な発生が相次ぎ、５年３月～４月にも、道内で３事例の発生が確認さ

れました。 

道では発生を未然に防止するとの観点から、家畜保健衛生所が家畜伝染病予防法に基づく立

入検査を実施し、飼養衛生管理基準の遵守状況の確認と指導を行い、伝染性疾病の発生とまん

延防止に努めています。 

ＢＳＥについては、平成 13 年（2001 年）９月に国内で初めて発生が確認されましたが、飼

料規制と特定危険部位の除去を中心とするＢＳＥ対策への取組により、平成 25 年（2013 年）

５月に国際獣疫事務局（ＷＯＡＨ）総会で、過去 11 年以内に自国内で生まれた牛において新た

な感染が見られないことから、「リスクを無視できる国」（ＢＳＥ清浄国）の認定を受けまし

た。道では、牛の肉骨粉を原料とする飼料の使用を禁止する飼料規制を国と連携して進めると

ともに、死亡牛の検査をすることでＢＳＥ対策の有効性を確認しています。また、と畜場にお

けるスクリーニングや特定部位の除去により、食用牛肉の安全性を確保しています。 

安全・安心な畜産物を提供するためには、健康な家畜の生産が前提であり、家畜伝染病の検

査・監視を適切に行う必要があります。 

また、家畜の伝染病の発生やまん延を予防するためには、飼養衛生管理基準を遵守すること

が基本であり、飼養農家が確実に実行するよう取り組む必要があります。 

 

＜施策の目標＞ 

家畜伝染病の検査、監視を行って発生予防を図るとともに、家畜伝染病の万が一の発生に備

えた防疫体制の整備、自衛防疫組織の育成・強化などまん延防止を継続的に推進します。 

また、家畜伝染病予防法で規定する「飼養衛生管理基準」を遵守するための助言や指導、改



 

 

 

善勧告・命令を行うなど、生産段階での衛生管理対策を強化します。 

 

＜主な取組＞ 

 ① 家畜防疫体制の整備（農：畜産振興課） 

○ 各種家畜伝染病の発生予防とまん延防止を図るため、家畜伝染病予防法に基づき、牛、

馬、鶏、豚及び蜜蜂の検査を行うとともに、輸移入家畜の着地検査や原因不明疾病の病性

鑑定等を実施し、海外悪性伝染病等の侵入に備えた家畜防疫体制を整備します。 

  

② 感染症の発生動向の把握（農：畜産振興課） 

○ 動物由来感染症の発生動向を把握するため、鳥インフルエンザのモニタリングや家畜の

伝染病に関する情報を収集し、早期発見とまん延防止を図ります。 

 

 ③ ＢＳＥの牛への感染防止と感染実態の把握（農：畜産振興課） 

○ 牛由来の肉骨粉が飼料に混入しないよう、飼料製造・輸入・販売業者・牛飼養農家に対

する立入検査を実施し、適正な取扱いについて指導を徹底します。 

○ 飼料規制などのＢＳＥ対策の有効性を確認し、「無視できるＢＳＥリスク」の国として

認定されたステータスを維持するため、法令に基づき死亡牛等のＢＳＥ検査を実施します。 

○ ＢＳＥ対策に関する道の取組やその有効性、ＢＳＥに関する正しい知識など、消費者等

へ積極的に情報発信を行います。 

 

④ 生産段階での衛生管理強化の指導（農：畜産振興課） 

○ 生産現場における衛生管理を徹底するため、家畜伝染病予防法で規定する「飼養衛生管

理基準」の遵守に関し、飼養衛生管理指導等計画に基づく重点項目について指導を行い、

特に高病原性鳥インフルエンザや豚熱については、これまでの道内外の発生事例の疫学調

査結果を踏まえた対策の飼養農場への指導を行います。 

 

＜参考＞ 

 コラム「家畜の伝染病予防のポイント」（P.70） 

 

 


